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イチゴ苗の炭酸ガス処理装置 苗の積載状況

MAP処理の様子

2016年iTQi優秀味覚賞（三ツ星）

脳機能計測の様子 完成予想図 試作評価の様子

トランスデューサが用いら
れている非破壊検査装置

事業概要図

LAMP反応

耐糖能異常耐糖能異常
の改善作用の改善作用

炭素病菌
感染株　　無病菌

とちぎ特産物の多面的高度利用によるイノベーション
～フードバレーとちぎを目指して～

地域イノベーション戦略

　栃木県の強みである生産量日本一の「イチゴ」を活かし、輸出に対応できる安心・安全で安定
的な生産・加工技術の開発、機能性成分の探索、輸出を視野に入れた流通までの一貫したイノ
ベーションを創出し、食関連産業の活性化を通じて国内外での競争力の強化を目指します。
　なお、本事業は食に関連する産業の振興を図る“フードバレーとちぎ”構想の一環として多く
の農業者および商工業者の参加の下、推進するものです。

【事業概要】
1. 研究者の集積
　宇都宮大学において、以下の3つのテーマに取り組んでいます。

（1）イチゴ病害虫防除のための研究開発
　　高濃度炭酸ガスによるハダニ駆除技術の確立、LAMP法（遺伝子増
　幅法）を用いたイチゴ炭そ病の高感度迅速検出法の開発及びウイルス
　ベクターによるイチゴ有用遺伝子解析技術の確立を目指し3種のウイ
　ルスにおいて全塩基配列を決定しました。
　　今後、ウイルスベクターを用いたイチゴの品種開発の効率化を図ります。

（2）イチゴの鮮度保持と長距離輸送のため
　　 の技術開発
　　MA（修正空気）包装処理がイチゴ果実
　の鮮度保持に及ぼす影響を調査し、鮮度
　保持条件を検討しました。また、長距離輸
　送技術の開発では、大粒完熟イチゴをヨー
　ロッパへ輸送し、品質に何ら問題がなく、
　腐敗防止効果を確認しました。

（3）イチゴに含まれる機能性成分の探索
　　培養細胞及びモデル動物を用いた生活習慣病に関係する各種評価
　系（糖尿病、高尿酸血症、サルコぺニア、皮膚老化など）を構築し、イチ
　ゴの抽出成分の評価を行っています。

2. 知のネットワークの構築
　栃木県産業振興センターが中心となり、研究者の強力なネットワーク
を構築するとともに、県内食品関連企業との情報交換を進めています。

3. 人材育成プログラムの開発及び実施
　栃木県、ＪＡが中心となり、イチゴの新規就農者を育成しています。ま
た、宇都宮大学において平成27年度から文部科学省COC＋事業とも
連携し、栃木県内への人材供給に資する“フードバレーとちぎ“関連の
人材育成を実施しています。

【主な成果】
1. イチゴ炭そ病高感度迅速検出法の開発　
　イチゴに甚大な被害をもたらす炭そ病を短時
間（約半日）で検出できる方法を開発しました。
平成28年度から、栃木県農業試験場と協力し、
本技術の普及を行っています。

2. 大学発ベンチャーアグリクリニックの設立
　宇都宮大学 村井名誉教授が開発した高濃度
炭酸ガスによるイチゴのハダニ駆除技術を普及
するため、平成26年度、アグリクリニック研究所
を設立し、技術の普及を行っています。

3. 大学発ベンチャーアイ・イートの設立
　完熟大果イチゴの高品質輸送を可能にする包装容器を開発し、アイ・
イート（旧(合)工農技術研究所）を設立しました。この包装容器（フレッ
シェル®）を用い、ベルギーの国際味覚審査機構（iTQi）に輸送し味覚評
価を受け、平成27年度は二ツ星、平成28年度は最高の優秀味覚賞三ツ
星を獲得しました。開発した容器の鮮度保持機能が確認できたと同時
に、日本産イチゴについて高い評価が得られました。また容器「フレッ
シェル®」は、2015年超モノづくり部品大賞・奨励賞を受賞しました。

4. 機能性成分の研究成果
　高尿酸血症（生活習慣病）の抑制に繋がるイチゴ成分を明らかにするた
めの機能評価系を、培養肝細胞での尿酸産生能検定系及びマウスを用
いた動物モデル系で確立しました。これらの系を用いてイチゴポリフェ
ノールが高尿酸血症抑制作用を有することを見出し特許出願しました。
　また、培養筋管細胞と2型糖尿病モデルマウスを組み合わせた機能評
価系では、イチゴリグナンの腸内細菌代謝産物が2型糖尿病時の耐糖能
異常と脂質異常症を抑制することも見出しました。

【主な成果】
１．研究者の集積
　先端技術に知見があり戦略技術を生み出すために最適な研究
者を海外より招聘し、SQOL技術の創出を目指しました。

　⑴ユーザモデルに基づくBTO（Built to Order）型の見守りシステ
　　ムの開発（首都大学東京)
　　スマートロボットを活用し、高齢者の安全
　　安心な生活を支援する見守りシステムの
　　開発を進めています。

　⑵超音波センサーの高性能化と超音波
　　診断画像の研究（電気通信大学）　　
　　開発した非接触超音波トランスデュー
　　サを今後は医療分野に応用するため、
　　継続して開発を進めています。　　　　 
2．人材育成プログラムの開発及び実施
　⑴e-learning教材の開発と運用（電気通信大学）
　⑵ライフイノベーションセミナー（埼玉大学）
　⑶福祉機器開発研修プログラム（芝浦工業大学）　
3．大学等の知のネットワークの構築（首都圏産業活性化協会）
　　連携案件のマッチングを促進し、重点プログラム、SQOL技
　術創出に取り組むとともに、産学の連携により、各種競争的資
　金を獲得しSQOL技術、製品の試作開発を進めました。　
　　大学は薄型電磁石の開発及び磁気治療器の脳機能に関する
　評価、企業は眼精疲労用ウェアラブル電気磁気治療器の開発を
　担当し、超小型コイルによる眼精疲労解消用ウェアラブル電気
　磁気治療器の新規開発を行いました。

4．研究設備の共用化
　⑴アンビエント・モビリティ・インターフェイス研究開発拠点

（埼玉大学）
　⑵バイオ・ナノエレクトロニクス研究センター（東洋大学）

●研究機能・産業集積高度化地域（平成26年～30年度）

とちぎフードイノベーション
戦略推進地域

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…栃木県産業振興センター、
　　栃木県経済同友会　ほか
学…宇都宮大学、獨協医科大学、
　　帝京大学、佐野短期大学　ほか
官…栃木県農業試験場いちご研究所　ほか
金…足利銀行、栃木銀行

　栃木県は大消費地である首都圏に位置し、工業と農業がバランス良く発達し、
県勢の発展を支えています。
　農業分野では、品種開発や栽培技術の革新により「とちぎのイチゴ」は47年
連続で収穫量日本一を達成していますが、今後の市場動向等を鑑み、生産から
加工、流通までの各段階における更なるイノベーションを創出し、国内市場に加
え、海外市場での競争力強化に取り組んでいきます。

略歴：栃木県入庁後、企業局長、
栃木県理事、栃木県産業振興セ
ンター 理事長を経て、栃木県信
用保証協会 会長、現在に至る。

プロジェクトディレクター

伊 藤 　 勤

地域イノベーション戦略

　首都圏西部地域に集積するイノベーション支援型産業、先端技術を牽引する大学・研究機関
及び関係機関による「産学官金の知の統合」を行い、グリーンイノベーション・ライフイノベー
ションを促進します。個々の状況、多様な個別ニーズにも適合した暮らしの質を向上させる
SQOL技術を次々に創出することにより、都市課題の解決と持続的に発展可能な活力ある地域
づくりに貢献し、さらにグロ－バル市場へSQOL技術の普及・拡大を推進します。

　首都圏西部地域が、世界有数のライフイノベーション・グリーンイノベーション

の新産業創出拠点となることを目標に、多数の優秀な中小企業、理工系大学が

集積する特性を活かしつつ、産学官金の人的ネットワークを活用し、産学・産産

連携による新事業創出活動を支援しています。今後は、連携案件の着実な事業

化や、広域的な連携、市場に大きなインパクトをもたらす研究開発・技術開発に

繋げるための支援活動を進めていきます。

略歴：富士電機を経て、平成２０年
より首都圏産業活性化協会研究
開発チーム長、平成２８年、事務
局長代行就任。

プロジェクトディレクター

松 本 　 幸 造

首都圏西部地域の産業特性を生かした「産学官金の知の統合」
によるSQOL技術の創出・事業化

●研究機能・産業集積高度化地域（平成23年～）

首都圏西部スマートQOL（Quality of Life）
技術開発地域

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…首都圏産業活性化協会
学…首都大学東京、電気通信大学、
　　東京農工大学、埼玉大学、青山学院大学、
　　芝浦工業大学、東洋大学
官…埼玉県、東京都、さいたま市、相模原市、
　　東京都立産業技術研究センター
金…西武信用金庫
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http://food-inv.com/ http://www.tamaweb.or.jp/business-overview/industry-university-cooperation

事業の内容
【事業概要】
1．大学等の知のネットワークの構築

⑴首都圏西部イノベーション推進協議会を運営し、事業の管理や
　新規事業企画、内部・外部関係機関との連絡調整の役割を担う
　ことにより、SQOL技術の創出促進と事業化実現を推進します。
　
⑵専属の地域連携コーディネータを配置して、大学等の技術シー
　ズの調査や地域企業のニーズ調査とそのマッチング等の実施を
　通じて、本地域の「産学官金の知の統合」を進めています。

⑶産業支援プログラムを活用してSQOL技術の事業化を目指すと
　ともに、保有するアジア、欧米地域の海外ネットワークと連携し
　て、SQOL技術をグローバル市場へ発信し、その普及・拡大を推
　進します。

⑷過去5年間に構築した以下のスキームを活用・強化することで地域
　に裨益できるイノベーションシステムの構築を継続して推進して
　います。
　・大学と大企業・中小企業等とのマッチング
　・海外市場との連携コーディネートプロジェクトの実施
　・重点プロジェクトＷＧの実施
　・様々な競争的資金の活用と融合
　・協議会(首都圏西部イノベーション協議会)の実施　

事業の内容


